
大町市土地開発公社公告第 1 号 

 

下記のとおり一般競争入札を行ないますので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第

167 条の 6の規定を準用し公告します。 

 

令和 元年 7 月 1 日 

大町市土地開発公社理事長 吉澤 義雄 

 

１ 入札対象工事 

工 事 名 令和元年度 常盤西山地区工場用地造成事業 第１工区造成工事 

工 事 箇 所 大町市常盤西山地内 

工 事 概 要 

造成工事 

 掘削工 Ｖ＝85,700 ㎥ 盛土工 Ｖ＝105,100 ㎥ 

管渠工 φ1,350 ㎜ Ｌ＝201.2ｍ 舗装工 Ａ＝1,693 ㎡ 

伐採工 Ａ＝7.7ha 

完 成 期 限 令和 3年 3月 25 日 

入 札 方 式 事後審査型一般競争入札 

入 札 の 方 法 紙入札のみ 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格要件 

工 事 種 別 と 

等 級 格 付 等 
土木一式工事 格付Ａ等級 

地 域 要 件 大町市内に本店を有する者 

特 定 建 設 業 許 可 

土木一式について、特定又は一般建設業許可を有していること。 

（下請金額の総額が 4,000 万円以上と見込まれる場合には、特定建設業許

可が必要となります。） 

同種工事の施工実績 不要 

配 置 技 術 者 要 件 監理技術者を専任で配置できること。 

そ の 他 

（１）地方自治法施行令第 167 条の 4に該当しないこと 

（２）令和元・2年度の大町市建設工事入札参加資格者名簿に登載されて

いる者であること 

（３）入札日現在において対象業種の有効な経審を受審していること 

（４）大町市又は国若しくは他の地方公共団体から指名停止等の措置   

を受けていない者であること 

（５）会社更生法第 17 条の更生手続開始の申立てをしている者、民事再

生法第 21 条の再生手続開始の申立てをしている者その他経営状態が

著しく不健全であると認められる者でないこと。 



（６）本工事は分割発注に係る入札であり、本工事の落札候補者は、同時

に発注される令和元年度常盤西山地区工場用地造成事業第２工区造

成工事の入札に参加することができない。 

（７）本入札は大町市土地開発公社の発注案件であることに留意し、全て

の提出書類の宛名は、大町市土地開発公社理事長名とすること。 

 

３ 入札の日程等 

入札日時及び場所 
日時 令和元年 7月 25日（木） 午後 1時 30 分 

場所 大町市役所東庁舎２階 東中会議室 

提 出 書 類 
（１）入札書（注１） 

（２）工事費内訳書 … 本工事費に係る部分（注１） 

設 計 図 書 等 の 

有 償 頒 布 
なし 

設 計 図 書 等 の 

閲 覧 期 間 

大町市役所総務部企画財政課契約係窓口及び大町市公式ホームページ上

で閲覧可能 

令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 22 日（月）まで 

（窓口での閲覧は閉庁日を除く午前 8時 30分から午後 5時 15 分まで） 

設計図書等に関する 

質 問 受 付 期 間 

令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 12 日（金）まで 

大町市役所 総務部 企画財政課 契約係へ質問書（注１）を提出してく

ださい。 

質問への回答期間 
令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 22 日（月）まで 

大町市公式ホームページに掲載する。 

 

４ 入札事項等 

契約条項を示す場所 大町市役所 総務部 企画財政課 契約係 

入 札 保 証 金  免除 

低 入 札 価 格 調 査  設定なし 

最 低 制 限 価 格  設定あり 

入 札 の 無 効 
大町市財務規則第112条及び事後審査型一般競争入札心得第8条に該当 

する入札は無効又は失格とする。 

契 約 保 証 金 

 必要  

ただし、契約保証金に代わる担保となる金融機関若しくは保証事業会社

の保証に付したときは、契約保証金に代わる担保の提供が行なわれたもの

とする。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、または履行保証

保険契約の締結を行ったときは、契約保証金を免除する。 

前 払 金  適用あり 

部 分 払  適用あり 

 

 



５ 落札者の決定方法等 

（１）予定価格の範囲内で、最低価格で有効な入札をした者を落札候補者とし、落札を保留する。 

（２）予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないとき、又は最低制限価格を設けてある場合は、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格での入札がないときは、当初の入

札に参加した者により再度入札を行います。ただし、最低制限価格に満たない価格で入札し

た者、及び無効の入札書で入札した者は再度入札に参加できません。なお、再度入札は１回

を限度とします。 

（３）再度入札により落札者がないときは、最低金額（最低制限価格を設けてある場合は、最低

制限価格以上の最低金額）の入札者に見積書（注１）を提出していただき、予定価格の制限

の範囲内で見積書を提出した場合、入札参加資格要件の審査を行います。この場合の見積書

の提出は２回を限度とします。 

（４）最低制限価格設定ありの場合、予定価格の制限の範囲内で、最低制限価格以上の価格で

有効な入札を行なった者のうち、最低価格で入札をした者を落札候補者とする。なお、最

低制限価格未満で入札を行った者は失格とする。 

（５）落札候補者が２者以上あるときは、くじにより落札候補者を決定する。 

（６）落札候補者は、入札参加資格確認書類を落札候補者となった日又は翌日（閉庁日を含まな

い）に提出すること。 

（７）落札候補者から提出された入札確認書類を審査し、入札参加資格要件を満たしている場合

は落札者と決定する。この審査は、入札参加資格を満たしている者１者が確認できるまで行

います。 

（８）落札者を決定したときは、直ちに落札者に対し電話等の方法により連絡し、契約締結に必

要な事項を指示する。 

 

６ 入札参加資格確認書類（事後審査） 

［提出書類］ 

（１）入札参加資格要件審査申請書兼誓約書（大町市ホームページに掲載）（注１） 

（２）経営規模等評価結果通知書又は経営状況分析結果通知書の写し 

（３）配置技術者調書（技術者報告書）（注１） 

  ・免許、資格等の写しを添付すること。 

 ・監理技術者の「監理技術者資格者証」（表・裏）及び「監理技術者講習終了証」の写しを

添付すること。 

・技術者の雇用関係が確認できるもの（健康保険証の写し等）を添付すること。 

 

７ その他 

 （１）本公告のほか、縦覧に供した関係書類、「大町市事後審査型一般競争入札実施要領」、「事

後審査型一般競争入札心得」を熟覧し承諾した上で入札すること。 

（２）本案件は消費税率 10％適用となります。「事後審査型一般競争入札心得」の「108 分の

100」を「110 分の 100」に読み替えて入札してください。 

 

※（注１）本入札は大町市土地開発公社の発注案件であることに留意し、全ての提出書類の宛名

は大町市土地開発公社理事長名とすること。 


